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単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則及び単純な労務に雇用される職員の勤務時間、休暇等に関

する規則の一部を改正する規則（規則第２号） 

１ 単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則の一部改正 

 (1) 給料 

第１号単労会計年度任用職員（１週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員（常時勤務を要する職を占め

る職員をいう。以下同じ。）に比し短い時間である会計年度任用職員（以下「第１号会計年度任用職員」と

いう。）で単純な労務に雇用される者をいう。以下同じ。）の給料は、月額、日額又は時間額とし、その額

は、次のとおりとすることとした。 

ア 月額による給料の額 第２号単労会計年度任用職員（１週間当たりの通常の勤務時間が常勤職員と同

一である会計年度任用職員で単純な労務に雇用される者をいう。以下同じ。）の給料月額の例により算定

した額（以下「基礎月額」という。）に、１週間当たりの勤務時間を38.75で除して得た数を乗じて得た

額 

イ 日額による給料の額 基礎月額を21で除して得た額に、１日当たりの勤務時間を7.75で除して得た数

を乗じて得た額 

ウ 時間額による給料の額 基礎月額を162.75で除して得た額 

 (2) 初任給 

ア 新たに第２号単労会計年度任用職員となった者の号給は28号給とし、その者が経験年数を有するとき

の号給は、当該経験年数の月数を12月で除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切

り捨てた数）に３を乗じて得た数を28に加えて得た数（当該数が34を超えるときは、34とする。）を号数

とする号給とすることとした。 

イ アの経験年数は、その者の経歴の年月数を会計年度任用職員経験年数換算表に定めるところにより換

算して得られる年月数とすることとした。 

 (3) 手当 

第１号単労会計年度任用職員の手当の支給基準、額及び支給方法は、第１号会計年度任用職員で第１号

単労会計年度任用職員以外の者（以下「第１号一般会計年度任用職員」という。）の加算報酬、実費弁償及

び手当の支給基準、額及び支給方法と同様とすることとした。 

 (4) 給与の支給方法等 

単労会計年度任用職員の給与の減額及び支給方法は、会計年度任用職員で単労会計年度任用職員以外の

者の給与の減額及び支給方法と同様とすることとした。 

 (5) 費用弁償 

ア 第１号単労会計年度任用職員には、職務を行うために要する費用の弁償として、旅費を支給すること

とした。 

イ アの旅費の支給については、第１号一般会計年度任用職員の旅費の支給と同様とすることとした。 

 (6) 給与の特例 

第１号単労会計年度任用職員の給与については、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体の職員との

均衡を失すると認められる場合その他特別の事情がある場合には、(1)及び(3)にかかわらず、別に定める

額をその者の給与の額とすることができることとした。 

兵庫県公報 
発  行  人 

兵   庫   県
神戸市中央区下山手通 

５丁目10番１号 

毎週火曜日及び金曜日発行、 

その日が休日のときはその翌日 （兵庫県民の旗＝県旗）令和２年２月28日 金曜日  第２号外 



令和２年２月28日 金曜日   兵 庫 県 公 報           第２号外 

2 

２ 単純な労務に雇用される職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正 

 (1) １週間の勤務時間 

第１号単労会計年度任用職員の勤務時間は、休憩時間を除き、１月を超えない期間につき１週間当たり

38時間45分未満の範囲内で、任命権者が定めることとした。 

 (2) 週休日及び勤務時間の割振り 

ア 第１号単労会計年度任用職員については、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間

において週休日を設けることができるものとし、１日につき７時間45分を超えない範囲内で勤務時間を

割り振ることとした。 

イ 第１号単労会計年度任用職員は、フレックスタイム制度の対象としないこととした。 

規         則 

単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則及び単純な労務に雇用される職員の勤務時間、休暇等に関

する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和２年２月28日 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

兵庫県規則第２号 

単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則及び単純な労務に雇用される職員の勤務時間、

休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

（単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則の一部改正） 

第１条 単純な労務に雇用される職員の給与に関する規則（昭和35年兵庫県規則第16号）の一部を次のように

改正する。 

題名中「給与」の右に「及び費用弁償」を加える。 

 第１条中「この規則は、」の右に「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第57条に規定する」を加え、「一

般職に属する職員の給与」を「者（地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）第３条

第４号に規定する職員を除く。以下「職員」という。）の給与及び費用弁償」に改める。 

 第２条の見出しを「（職種の区分）」に改め、同条第１項中「この規則において「職員」とは」を「職員は」

に、「の区分に応じ」を「に区分するものとし、当該職種に属する職員の範囲は」に、「者であって、常勤の

もの（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以

下「短時間勤務職員」という。）を含む。）をいう」を「ところによる」に、「者が」を「職員が」に改め、同

項第１号中「、洗濯長、主任洗濯員」を削り、同項第４号中「、洗濯員、病院事務員」を削り、同条第２項

を削る。 

 第３条中「、技能労務職給料表（別表第１。以下「給料表」という。）に定めるところにより」を削り、同

条に次の２項を加える。 

２ 職員（地方公務員法第22条の２第１項第１号に掲げる者である職員（以下「第１号会計年度任用職員」

という。）を除く。）の給料月額は、技能労務職給料表（別表第１）に定めるところによる。 

３ 第１号会計年度任用職員の給料は、月額、日額又は時間額とし、その額は、次に掲げる額とする。 

 (1) 月額による給料の額 地方公務員法第22条の２第１項第２号に掲げる者である職員（次条第１項及び

第４項において「第２号会計年度任用職員」という。）の給料月額の例により算定した額（以下この項に

おいて「基礎月額」という。）に、単純な労務に雇用される職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成

６年兵庫県規則第80号。以下「勤務時間規則」という。）第３条第５項の規定により定める１週間当たり

の勤務時間を38.75で除して得た数を乗じて得た額 

 (2) 日額による給料の額 基礎月額を21で除して得た額に、勤務時間規則第９条の規定によりその例によ

ることとされる会計年度任用職員の給与等に関する規則（令和元年兵庫県人事委員会規則第５号。第10

条第２項において「会計年度任用職員規則」という。）第３条第２項の規定により定める１日当たりの勤

務時間を7.75で除して得た数を乗じて得た額 

 (3) 時間額による給料の額 基礎月額を162.75で除して得た額 

  第４条第１項中「給料表」を「技能労務職給料表（第９条の２第１項において「給料表」という。）」に改

め、「職員」の右に「（第２号会計年度任用職員を除く。）」を加え、同条第２項中「新たに」を「前項の者の

うち新たに」に、「及び１種職員（地方公務員法第22条第２項の規定により臨時的に任用された職員（以下「臨
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時的任用職員」という。）を除く。）」を「又は１種職員」に、「前項」を「同項」に、「給与規則」を「職員の

給与に関する規則（昭和35年兵庫県人事委員会規則第12号。以下「給与規則」という。）」に改め、同条第３

項を次のように改める。 

３ 前項の経験年数は、職員（地方公務員法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員である職員（次

条及び第15条において「会計年度任用職員」という。）を除く。）としての在職年月数及びその者の経歴の

年月数を経験年数換算表（別表第３）に定めるところにより換算して得られる年月数の合計年月数とする。

ただし、給与規則別表第11に掲げる修学年数調整表に定める加える年数又は減ずる年数は、これに加え、

又はこれから減ずるものとする。 

  第４条に次の２項を加える。 

４ 新たに第２号会計年度任用職員となった者の号給は28号給とし、その者が経験年数を有するときの号給

は、当該経験年数の月数を12月で除して得た数（その数に１未満の端数があるときは、これを切り捨てた

数）に３を乗じて得た数を28に加えて得た数（当該号数が34を超えるときは、34とする。）を号数とする号

給とする。 

５ 前項の経験年数は、その者の経歴の年月数を会計年度任用職員経験年数換算表（別表第４）に定めると

ころより換算して得られる年月数とする。 

  第５条の見出し中「又は給料表」を削り、同条中「職員を一の職から給料表の適用を異にすることなく」

を「職員（会計年度任用職員を除く。第９条第２項において同じ。）を一の職から」に改め、「又は職員を一

の職から給料表の適用を異にして他の職に異動させる場合」を削る。 

第８条第１項中「その者に適用される給料表」を「単純な労務に雇用される職員の給与及び費用弁償に関

する規則（昭和35年兵庫県規則第16号）別表第１に規定する技能労務職給料表」に改め、同条第２項を次の

ように改める。 

２ 職員の子育て支援に関する条例（平成21年兵庫県条例第15号）第９条並びに職員の自己啓発、社会貢献

等のための休業に関する条例（平成４年兵庫県条例第６号。以下この項及び第17条第１項において「自己

啓発等休業条例」という。）第９条及び第10条の７の規定は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第110号。第９条の３第２項及び第９条の４において「育休法」という。）第２条第１項の規定に

よる育児休業又は自己啓発等休業条例第３条若しくは第10条の２の規定による休業をした職員の職務復帰

後の号給の調整について準用する。 

第９条第１項中「又は」の右に「同条の規定に」を加え、同条第２項中「又は職員を一の職から給料表の

適用を異にして他の職に異動させる場合」を削り、「ない場合又は」の右に「同条の規定に」を加える。 

第９条の２第２項中「地方公務員法第28条の５第１項又は第28条の６第２項の規定により採用された職員」

を「再任用職員で地方公務員法第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める者」に、「単純な労務に

雇用される職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年兵庫県規則第80号。以下「勤務時間規則」とい

う。）」を「勤務時間規則」に改める。 

第９条の３第１項中「第４条、第５条及び」を「第４条第１項（第５条において準用する場合を含む。）、

第４条第２項及び第３項、第５条において準用する給与規則第15条第２項並びに」に改め、同条第２項中「地

方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号。以下「育休法」という。）」を「育休法」に改

める。 

第９条の４中「第10条第３項の規定により」の右に「同条第１項に規定する」を加える。 

第10条中「手当の」を「職員（第１号会計年度任用職員を除く。）の手当の」に改め、「（以下「一般職員」

という。）」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 第１号会計年度任用職員の手当の支給基準、額及び支給方法については、次条から第13条までに規定す

るものを除くほか、会計年度任用職員規則第２章第２節、第４節及び第５節の規定を準用する。 

  第11条第１項中「。以下「特殊勤務手当条例」という。」を削る。 

  第12条第４項中「第２項及び前項の規定」を「前２項の規定」に改める。 

第15条中「休職者」を「休職の期間中の職員（会計年度任用職員を除く。）」に改める。 

第15条の２中「（昭和27年法律第289号）」を削る。 

第17条中「第６条」の右に「（会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年兵庫県条例第８号。次項

及び第19条第２項において「会計年度任用職員条例」という。）第９条第２項の規定により読み替えて適用さ

れる場合を含む。）」を加え、「休業条例第13条第１項前段（休業条例」を「自己啓発等休業条例第13条第１項

（自己啓発等休業条例」に、「給与の減額について、給与条例第５条及び第13条並びに給与規則第37条の３の
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規定は給与の支給方法」を「、給与の減額」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 給与条例第５条及び第13条並びに給与規則第37条の４の規定は職員（第１号会計年度任用職員を除く。）

の給与の支給方法について、給与条例第５条、会計年度任用職員条例第４条及び給与規則第37条の４の規

定は第１号会計年度任用職員の給与の支給方法について、それぞれ準用する。 

第19条を第21条とし、第18条の次に次の２条を加える。 

（費用弁償） 

 第19条 第１号会計年度任用職員には、職務を行うために要する費用の弁償として、旅費を支給する。 

２ 前項に定めるもののほか、第１号会計年度任用職員に対する旅費の支給については、会計年度任用職員

条例第５条第２項から第４項までの規定を準用する。 

（給与の特例） 

第20条 第１号会計年度任用職員の給与については、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体の職員との

均衡を失すると認められる場合その他特別の事情がある場合には、第３条第３項及び第10条から第13条ま

での規定にかかわらず、別に定める額をその者の給与の額とすることができる。 

  別表第２備考２中「第４条」を「第４条第１項」に改める。 

  別表第３中「別表第３」を「別表第３（第４条関係）」に改め、同表学校又は学校に準ずる教育機関におけ

る期間の款中「における期間」を「における在学期間」に改め、同表民間経歴の款中「民間経歴」を「民間

における企業、団体等の職員としての在職期間」に改め、同表の次に次の１表を加える。 

別表第４（第４条関係） 

会計年度任用職員経験年数換算表 

経歴の種類 職員の職務との関係 換 算 率 備 考 

国、地方公共団体、旧公共企

業体その他これらに類する

公共的団体における職員と

しての在職期間 

職務の種類が類似し

ているもの 

10割以下  

その他のもの ８割以下 部内の他の職員との均衡を

著しく失すると認める場合

は、この限りでない。 

学校又は学校に準ずる教育

機関における在学期間 

 10割以下 在学期間は正規の修学年数

の範囲内とする。 

民間における企業、団体等の

職員としての在職期間 

直接関係があると認

められるもの 

10割以下  

その他のもの ８割以下  

その他の期間 技能、労務等の職務

で関係があると認め

られるもの 

５割以下  

その他のもの ２割５分以下  

備考 

１ この表の換算率により難い場合には、別に定める換算率によることができる。 

２ 経歴の換算は、別に定める学歴免許取得後の経歴につき、月数について計算するものとする。 

 （単純な労務に雇用される職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正） 

第２条 単純な労務に雇用される職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年兵庫県規則第80号）の一部

を次のように改正する。 

  第１条中「この規則は、」の右に「地方公務員法（昭和25年法律第261号。第３条及び第10条において「地

公法」という。）第57条に規定する」を加え、「一般職に属する職員」を「者（地方公営企業等の労働関係に

関する法律（昭和27年法律第289号）第３条第４号に規定する職員を除く。以下「職員」という。）」に改める。 

第２条を次のように改める。 

 第２条 削除 

  第３条第３項中「地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「地公法」という。）」を「地公法」に改め、
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同条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 地公法第22条の２第１項第１号に掲げる者である職員（次条及び第７条において「第１号会計年度任用

職員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、１月を超えない期間につき

１週間当たり38時間45分未満の範囲内で、任命権者が定める。 

  第４条第１項中「及び任期付短時間勤務職員」を「、任期付短時間勤務職員及び第１号会計年度任用職員」

に改め、同条第３項中「職員（」の右に「第１号会計年度任用職員及び」を加え、「前条各項」を「前条第１

項から第４項まで及び第６項」に改め、同条第４項中「前条各項」を「前条第１項から第４項まで及び第６

項」に改める。 

  第７条第１項中「第３条第２項」を「同条第２項」に、「時間）」を「時間、第１号会計年度任用職員にあ

っては同条第５項の規定に基づき定める時間）」に改める。 

  第９条中「（以下」を「（次条において」に、「第19条」を「第19条第１項」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 
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